
【政策ごとの予算額】

政策名 番号 ⑥

評価方式

会計 組織／勘定

一般会計 国税庁 1,998,941 2,939,564

1,998,941 2,939,564

＜ ＞ の内数 ＜ ＞ の内数

＜ ＞ の内数 ＜ ＞ の内数

一般会計 国税庁 1,043,245 1,049,043

1,043,245 1,049,043

＜ ＞ の内数 ＜ ＞ の内数

＜ ＞ の内数 ＜ ＞ の内数

3,042,186 3,988,607

＜ ＞ の内数 ＜ ＞ の内数

＜ ＞ の内数 ＜ ＞ の内数

政策評価調書（個別票）

酒類業の健全な発達の促進

総合･実績･事業 政策目標の達成度合い 目標達成
（千円）

予算科目

他に記載のある
個別票の番号

予算額

項 事項
３年度

当初予算額
４年度

概算要求額

一般会計

特別会計

政策評価の対象と
なっているもの

税務業務費 酒類業の健全な発達の促進に必要な経費

小　計

小　計

一般会計

特別会計

合　計

一般会計

特別会計

政策評価の対象と
なっていないが、
ある政策に属する
と整理できるもの

独立行政法人酒類総合研究所運営費
独立行政法人酒類総合研究所運営費交付
金に必要な経費



（国税庁 元実２） 

上記目標

の概要 

国税庁は、酒類業の所管官庁として、人口減少社会の到来、国民の健康や安全性に対する

意識の高まり、生活様式の多様化といった酒類業を取り巻く環境の変化を踏まえつつ、消費

者や酒類産業全体を展望した総合的な視点に立った施策を実施します。 

また、酒税の適正･公平な課税の実現はもとより、酒類業の健全な発達に向けて、酒類業

の所管官庁として、積極的に役割を果たしていきます。更に、酒類業界の課題やニーズ等を

把握し、関係省庁･機関等と連携･協調しつつ、酒類業の振興の強化に取り組むとともに、適

切な法執行の確保に取り組んでいきます。 

酒類業の振興に当たっては、官民の適切な役割分担の下、事業者や業界団体等が創意工夫

を発揮して意欲的な取組が行われるよう、サポートや環境整備に取り組むとともに、制度改

善や外国政府との交渉等、民間では対応できない課題に対して適切に対応を図ります。ま

た、独立行政法人酒類総合研究所とも連携しつつ、酒類の安全性の確保と品質水準の向上、

酒類製造業者の技術力の強化に取り組みます。更に、中小企業の経営の安定に配意し、酒類

業者の経営改善等に向けた取組を実施します。 

日本産酒類の輸出促進については、「未来投資戦略2018」（平成30年6月15日閣議決定）

や「経済財政運営と改革の基本方針2018」（平成30年6月15日閣議決定）等の累次の閣議決

定等を踏まえて積極的に取り組みます。 

適切な法執行の確保については、酒類の公正な取引環境の整備に取り組むとともに、酒類

の未成年者飲酒防止対策等の推進や酒類に係る資源の有効な利用の確保といった社会的要請

に対する取組も実施していきます。 

（上記目標を達成するための施策） 

実２－１： 酒類の安全性の確保と品質水準の向上への対応 

実２－２： 酒類の公正な取引環境の整備 

実２－３： 日本産酒類の輸出促進の取組 

実２－４： 構造・経営戦略上の問題への対応 

実２－５： 独立行政法人酒類総合研究所との連携 

実２－６： 未成年者飲酒防止対策等の推進 

実２－７： 酒類に係る資源の有効な利用の確保 

実績目標(大)２についての評価結果 

実績目標についての評定 Ｓ 目標達成 

評 
定 
の 
理 
由 

全ての測定指標で目標を達成したことから、「Ｓ 目標達成」としました。 

なお、各施策の評定の詳細については、後述のとおりです。 

実 
績 
の 
分 
析 

（必要性・有効性・効率性等） 

 酒類業の健全な発達は、国税庁の３つの任務のうちの１つであり、その促進に向け、酒類の安

全性の確保や酒類の公正な取引環境の整備、未成年者飲酒防止対策（令和元年７月以降は「20歳

未満の者の飲酒防止対策」に名称が変更されました。）等の推進などを図ることは重要であり、

必要な取組です。 

 日本産酒類の輸出環境整備に当たり、国税局においても、関係機関と連携して輸出促進連絡会

議を開催し、酒類業者の輸出の実態について情報提供を行うなど、地域における日本産酒類の輸

出促進ネットワークの充実を図ったことは、有効な取組でした。 

「二十歳未満の者の飲酒防止に関する表示基準」の履行状況について、酒類販売管理協力員

実績目標(大)２：酒類業の健全な発達の促進 



（用語集参照）等を通じて情報収集を行うなど、効率的に実施しました。 

（令和元年度行政事業レビューとの関係） 

・ 清酒製造業近代化事業費等補助金

令和元年度行政事業レビューにおける推進チームの所見を踏まえ、伝統・文化及び地域への

取組について、事業の成果物を他の広報施策等で積極的に活用する等、事業の効率化に努め、

コストの削減を図りました。（反映額：▲９百万円）（事業番号0011）

・ 独立行政法人酒類総合研究所運営費交付金

令和元年度行政事業レビューにおける推進チームの所見を踏まえ、自主財源の確保に努める

とともに、引き続き全般的な経費の見直しを行い、コスト削減を図りました。 

（反映額：▲３百万円）（事業番号0012） 

施策 実2-1：酒類の安全性の確保と品質水準の向上への対応 

測
定
指
標
（
定
量
的
な
指
標
）

[主要]実2-1-A-1：酒類製造業者の製造工程の改善に関する相談の満足度 （単位：％） 

会計年度 平成27年度 28年度 29年度 30年度 令和元年度 達成度 

目標値 90 90 90 90 90 
○ 

実績値 93.3 91.8 93.4 91.1 92.4 

（出所）課税部鑑定企画官調 

（注）数値は、技術相談に関するアンケート調査において、「極めて良かった」から「極めて悪かった」までの７

段階評価で上位評価（「極めて良かった」又は「良かった」）を得た割合です。 

なお、アンケート調査の概要については、P.145に記載しています。 

（目標値の設定の根拠） 

酒類製造業者に対して実施した製造工程の改善や酒類の安全性に関する技術相談の満足度を測

定するため、相談者に対するアンケート調査の結果を指標として設定しています。目標値は、過

去の実績値を踏まえ、平成30事務年度の目標値を引き続き設定しました。 

（目標の達成度の判定理由） 

製造工程の改善や酒類の安全性に関する技術指導・相談については、独立行政法人酒類総合研

究所（用語集参照）の研究成果を活用しつつ、市販酒類調査の結果や業界全体の課題等を踏まえ

実施しました。  

相談についての満足度は92.4％となり、実績値が目標値を上回ったことから、達成度は「○」

としました。 

測
定
指
標
（
定
性
的
な
指
標
）

実2-1-B-1：酒類の安全性の確保への対応及び酒類業者のコンプライアンスの維持・向上 

目標 

酒類の安全性の確保のため、酒類の安全性に関して問題を把握した場

合には、その原因究明を迅速に行い再発防止に向けた適切な対応を行う

とともに、酒類業者のコンプライアンスの維持・向上を図るため、酒類

の表示に関する指導や講習会での周知等を行います。 

達成度 
（目標の設定の根拠） 

酒類の安全性に関して問題を把握した酒類については、その原因究明

を迅速に行い再発防止に向けた適切な対応を行うことが酒類の安全性を

確保するために重要であり、また、酒類の表示に関する指導や講習会で

の周知等を行うことが酒類業者のコンプライアンスの維持・向上を図る

ために重要であることから目標として設定しています。 



実績及び目

標の達成度

の判定理由 

（実績） 

酒類製造業者に対して、酒類の表示義務事項及び表示基準に基づく記

載事項に関する確認調査を行うとともに、市販酒類調査の結果を踏ま

え、酒類の安全性及び適正な表示が確保されるよう指導しました。 

また、酒類業者に対して、食品表示法、果実酒等の製法品質表示基準

といった新たな表示制度の周知に努めました。 

（目標の達成度の判定理由） 

目標達成に向けて以下のとおり取り組みました。 

１．市販酒類調査 

市販されている酒類を買い上げて理化学分析や品質評価等を行い、

酒類の安全性・品質の確認を行うとともに、アルコール分などの表示

等が適正であるかについて確認を行いました。 

また、分析の結果、食品衛生上に基準値のある汚染物質や使用基準

が定められている食品添加物について問題のある酒類が把握された場

合には、その酒類を製造した酒類製造者等に対して、問題が解決する

よう指導しました。 

なお、調査結果の概要については、国税庁ホームページの「全国市

販酒類調査の結果について」で公表しています。（https://www.nta.

go.jp/taxes/sake/shiori-gaikyo/seibun/06.htm） 

２．酒類の成分の実態把握等 

市販酒類調査のほか、福島第一原子力発電所の事故を受け、放射性

物質に関する調査を実施しました。 

放射性物質の調査は、独立行政法人酒類総合研究所と連携しなが

ら、令和元年度は1,153点（のべ約18,000点）の酒類及び醸造用水に

ついて分析を行いましたが、食品衛生法上の新基準値（平成24年４月

１日施行）を超過するものはありませんでした。 

なお、調査結果については、国税庁ホームページの「放射性物質に

対する酒類の安全性確保のための施策について」（https://www.nta.

go.jp/taxes/sake/anzen/radioactivity.htm）で公表しています。 

このほか、コーデックス委員会（用語集参照）で酒類に関する国際

規格が議論されていることから、国内における実態を把握した上でコ

メントを提出する等、規格策定に参画しました。

３．酒類製造業者に対する表示事項確認調査 

消費者が安心して酒類を購入できるように、酒類製造業者に対し

て、酒類の表示義務事項及び表示基準に基づく記載事項に関する確認

調査を行うとともに、市販酒類調査の結果を踏まえ、適正な表示が確

保されるよう指導しました。 

消費者の安心・安全の観点から、酒類業者に対して、米穀等の取引

等に係る情報の記録及び産地情報の伝達に関する法律に基づく記帳義

務や清酒等に係る原料米の産地情報伝達義務に関する確認調査を行う

とともに、これらの義務が適正に履行されるよう指導しました。 

また、酒類業者に対して、関係組合が実施する講演会等で新たな表

示制度を周知しました。 

このように、酒類の表示に関する指導等を通じて酒類業者のコンプラ

イアンスの維持・向上を図るとともに、新たな表示制度の周知に積極的

○

https://www.nta.
https://www.nta.


実２－１に係る参考情報 

参考指標 １：全国市販酒類調査点数   （単位：点） 

会計年度 平成27年度 28年度 29年度 30年度 令和元年度 

調査点数 2,815 2,674 2,404 2,336 2,116 

（出所）課税部鑑定企画官調 

（注）「市販酒類調査」は、各県ごとに①課税移出数量が多くかつ全県的に営業活動がなされている酒類製造業

者の製造する酒類、②酒類製造業者全体から一定割合で抽出した者の製造する酒類を買い上げ、数年で全て

の酒類製造業者から酒類を買い上げることとしています。 

参考指標 ２：酒類製造業者の製造工程改善に関する指導相談件数      （単位：件） 

会計年度 平成27年度 28年度 29年度 30年度 令和元年度 

指導相談件数 2,246 2,483 2,492 2,345 2,060 

（出所）課税部鑑定企画官調 

参考指標 ３：酒類業組合法に基づき義務付けられた主な表示事項の表示がない酒類の割合 
（単位：％） 

事務年度 平成27年度 28年度 29年度 30年度 令和元年度 

割合 1.0 0.4 0.7 0.7 0.4 

（出所）課税部鑑定企画官調 

（注）上記参考指標１「全国市販酒類調査」において、酒類業組合法に定める品目やアルコール分等の表示がな

い酒類の割合を表しています。 

参考指標 ４：酒類業者に対する表示事項確認調査実施件数 （単位：件） 

事務年度 平成27年度 28年度 29年度 30年度 令和元年度 

調査実施件数 975 757 684 682 654 

（出所）課税部酒税課調 

に取り組んだことから、達成度は「○」としました。 

施策についての評定 ｓ 目標達成 

評 
定 
の 
理 
由 

全ての測定指標の達成度が「○」であったことから、「ｓ 目標達成」としました。 



施策 実2-2：酒類の公正な取引環境の整備 

測
定
指
標
（
定
量
的
な
指
標
）

[主要]実2-2-A-1：酒類の取引状況等実態調査による指示・指導事項の改善割合 （単位：％） 

事務年度 平成27年度 28年度 29年度 30年度 令和元年度 達成度 

目標値 95 95 95 95 95 
〇 

実績値 100 99.1 96.9 100 96.4 

（出所）「酒類の取引状況等実態調査実施状況の公表について 令和元事務年度分(令和元年７月～２年６月)」

（令和２年10月 課税部酒税課）（https://www.nta.go.jp/taxes/sake/koseitorihiki/200828/index.htm） 

（注）数値は、フォローアップ調査を実施した場数のうち、指示・指導事項の改善指導を行った取引等の全て又は

一部が改善された場数の割合です。 

（目標値の設定の根拠） 

酒類の取引状況等実態調査において指示や指導をした事項が改善されているかを測定するため、

その改善割合を指標として設定しています。目標値は、過去の実績値を踏まえ、平成30事務年度の

目標値を引き続き設定しました。 

（目標の達成度の判定理由） 

酒類の公正な取引環境の整備に向けた酒類業者の自主的な取組が推進されるよう、「酒類の公正

な取引に関する基準」（用語集参照）や「酒類に関する公正な取引のための指針」（用語集参照）

の周知・啓発を行うとともに、市場に大きな影響を与える取引を行っていると認められる大規模事

業者等に対し、複数の国税局が連携するなどして、深度ある取引状況等実態調査を実施しました。 

調査の結果、基準違反や指針に則していない取引が認められた場合には、文書等により改善指導

を行うとともに、不公正な取引方法に該当する事実があると認められたものについては、酒税の保

全及び酒類業組合等に関する法律（昭和28年法律第７号）第94条第４項に基づき、公正取引委員会

に対して報告を行いました。 

また、基準に基づく指示又は指針に基づく指導等により、改善を指導した酒類業者に対して、改

善状況を確認する必要がある場合には、フォローアップ調査を実施し、取引の改善を促しました。 

こうした取組の結果、指示・指導事項の改善割合は96.4％となり、実績値が目標値を上回ったこ

とから、達成度は「〇」としました。 

施策についての評定 ｓ 目標達成 

評 
定 
の 
理 
由 

測定指標の達成度が「○」であったことから、「ｓ 目標達成」としました。 

https://www.nta.go.jp/taxes/sake/koseitorihiki/200828/index.htm


実２－２に係る参考情報 

参考指標 １：酒類業者に対する酒類の取引状況等実態調査件数 

（単位：件） 

事務年度 平成27年度 28年度 

調査件数 1,485 1,578 

（単位：件（者）） 

事務年度 平成29年度 30年度 令和元年度 

調査件数 148 155 164 

（出所）「酒類の取引状況等実態調査実施状況の公表について 令和元事務年度分(令和元年７月～令和２年６月)」

（令和２年10月 課税部酒税課）（https://www.nta.go.jp/taxes/sake/koseitorihiki/200828/index.htm） 

（注） 平成27事務年度及び平成28事務年度までの調査件数は「免許場（販売場）数」、平成29事務年度以降の調査

件数は「酒類業者数」で集計した件数です。 

平成29年６月の酒税法等の改正に伴い、新たに「酒類の公正な取引に関する基準」が施行され、基準を遵守し

ない酒類業者に対し、同基準を遵守すべき旨を「指示」すること等が規定されたことから、平成29事務年度以

降の調査件数は「酒類業者数」で集計しています。 

参考指標 ２：酒類の公正な取引に関する基準に基づく指示及び指導件数 

（単位：件（者）） 

事務年度 平成29年度 30年度 令和元年度 

指示件数 4 8 ７ 

指導件数 15 17 13 

（出所）課税部酒税課調 

https://www.nta.go.jp/taxes/sake/koseitorihiki/200828/index.htm


施策 実2-3：日本産酒類の輸出促進の取組 

測
定
指
標
（
定
量
的
な
指
標
）

[主要]実2-3-A-1：日本産酒類の輸出促進のための主な取組類型の実施割合等   （単位：％、者） 

会計年度 平成27年度 28年度 29年度 30年度 令和元年度 達成度 

目

標

値 

主な取組類型の 

実施割合 
100 

○ 

①の商談実施割合 90 

②の参加事業者数 20 

商談実施割合 90 

実

績

値 

主な取組類型の 

実施割合 
100 

①の商談実施割合 100 

②の参加事業者数 34 

商談実施割合 100 

（出所）課税部酒税課調 

（目標値の設定の根拠） 

日本産酒類の輸出促進を図るためには、国際的な情報発信、海外の展示会への出展支援によるビ
ジネスマッチング、日本産酒類のブランド化の推進など、様々な取組を企画するとともに、それら

を確実に実施していく必要があります。 
令和元事務年度においては、以下の８つの類型に分類した取組を中心として実施していくことと

し、これらの取組類型の実施割合を指標として設定しています。目標値は、各取組類型を確実に実

施するため、100％に設定しました。 
また、特に、直接商談に結びつく①及び②の取組類型については、以下のとおり、実際に見積り

をやり取りするなど商談を具体的に実施した割合等も指標として目標値を設定することとしまし

た。 
① 海外の展示会への出展支援［出展した酒類業者の商談実施割合90％］
② バイヤー招へい等［参加した酒類業者数20者以上、参加した酒類業者の商談実施割合90％］

③ 海外専門家の招へい等
④ 駐日外交官等を対象とした酒蔵ツアー等
⑤ 海外におけるプロモーション・イベント

⑥ G20の機会を捉えた情報発信
⑦ 酒類の地理的表示（GI）の指定等に向けた事業者からの相談への対応や説明会等の実施

⑧ 技術支援等を目的とした酒類業者向けの講習会や情報交換会等の実施

（目標の達成度の判定理由） 

各取組類型を全て実施したため、主な取組類型の実施割合は100％となりました。 

「① 海外の展示会への出展支援」については、英国の酒類見本市に日本産酒類プロモーション

ブースを出展し、国内酒類事業者と海外酒類関係者との効果的なビジネスマッチングの機会を提供

することにより、商談実施割合は100％となりました。 

「②バイヤー招へい等」については、日本産酒類の取扱いを希望するドイツや台湾の輸入卸売事

業者のバイヤーを招へいし、日本酒製造業者及び焼酎製造業者を対象とした商談会を実施し、参加

事業者数は34者、商談実施割合は100％となりました。 

「③ 海外専門家の招へい等」については、海外市場で影響力や情報発信能力のある海外の酒類

専門家を招へいし、日本酒や焼酎・泡盛の酒蔵視察や酒類総合研究所によるレクチャーを実施しま

した。 

「④ 駐日外交官等を対象とした酒蔵ツアー等」については、米国、インド、ブラジル等、５か

国の駐日外交官等が千葉県の酒蔵を訪問し、日本酒の製造工程等に関するレクチャーや日本酒と料



理のペアリング体験を実施しました。 

「⑤ 海外におけるプロモーション・イベント」については、パリで開催された「SALON DU 

SAKE 2019」でセミナー・ワークショップを実施したほか、ロンドン及びサンパウロのジャパン・

ハウスでもプロモーションを実施しました。

「⑥ G20の機会を捉えた情報発信」については、G20大阪サミット会場に設置された国際メディ

アセンターにおいて、日本産酒類のプロモーションブースを設置し、各国代表団やメディア関係者

等の情報発信力の高い層に対し、日本産酒類の魅力を発信しました。

「⑦ 酒類の地理的表示（GI）の指定等に向けた事業者からの相談への対応や説明会等の実施」

については、GIの新規取得を検討している地域の事業者を対象とした説明会やセミナーの実施、消

費者等への認知度向上に向けたシンポジウムなどを開催しました。 

「⑧ 技術支援等を目的とした酒類事業者向けの講習会や情報交換会等の実施」については、酒

類製造者の製造技術基盤の維持・向上を目的とし、技術研究会等を開催しました。 

以上のとおり、主な取組類型の実施割合、①の商談実施割合、②の参加事業者数及び商談実施割

合のいずれも実績値が目標値を達成したことから、達成度は「〇」としました。 

実2-3-B-1：日本産酒類の輸出促進のための効果的・効率的な取組 

測
定
指
標
（
定
性
的
な
指
標
）

目標 

日本産酒類の輸出促進のための取組については、事業者のニーズを踏ま

えつつ、関係省庁やジェトロ・ＪＦＯＯＤＯ（用語集参照）、業界団体等

の関係機関との連携も図りながら、効果的･効率的に実施します。 

具体的には、事業者のニーズを的確に把握し、関係省庁・関係機関と十

分な情報共有や意見交換を行った上で、共同での事業実施や関係省庁・関

係機関が有するネットワーク等を活用した効果的な事業の実施に努めま

す。また、事業者のニーズに沿った説明会の実施等にも努めます。 

更に、関係省庁と連携し、国際交渉を通じた関税や輸入規制の撤廃等に

向けた取組を実施することにより、引き続き輸出環境整備に取り組みま

す。 

達成度 

（目標の設定の根拠） 

日本産酒類の輸出促進については、関係省庁･関係機関が連携して取

り組んでいます。 

各種事業については、事業者のニーズ等を的確に捉えるとともに、関

係省庁・関係機関と緊密に連携して実施することが重要であることか

ら、目標として設定しています。 

実績及び目
標の達成度
の判定理由 

（実績） 

日本産酒類の輸出促進を図るため、酒類業界の課題やニーズ等の把握

に努めるとともに、関係省庁や関係機関と連携・協調しつつ、海外需要

の開拓やブランド化の推進などの各種施策を実施しました。 

また、事業者のニーズを踏まえ、地理的表示（GI）の新規取得を検討

している地域の事業者を対象とした説明会やセミナーなどを実施しまし

た。 

更に、関係省庁と連携し、各種国際交渉の機会を通じて、関税や輸入

規制の撤廃等、日本産酒類の地理的表示の保護を求めるなど、輸出環境

整備に取り組みました。 

（目標の達成度の判定理由） 

酒類事業者のニーズを踏まえ、英国の酒類見本市への出展支援、ドイ

ツや台湾の輸入卸売事業者を招へいした商談会を実施するなど販路開拓

支援を実施しました。

また、日本酒業界全体での輸出拡大やブランディングを推進する観点

○



から、日本酒のグローバルなブランド戦略に関する検討会を開催し、委

員に加え、関係省庁・関係機関や有識者を交え、現状の課題や今後の取

組等について多面的な議論を行いました。 

さらに、ＪＦＯＯＤＯと共同で日本酒の裏ラベルについて、海外の消

費者が日本酒を理解しやすく、相互に比較しながら選択しやすいよう、

輸出用の「標準的裏ラベル」と「表記ガイド」を作成し、事業者や業界

団体に周知を行いました。 

海外への日本産酒類の情報発信については、業界団体と連携して、ロ

ンドンのジャパン・ハウスにおいて、焼酎・泡盛についてのセミナー

や、試飲・ペアリング体験等を実施したほか、業界団体と共催で駐日外

交官を対象とした酒蔵ツアーも実施しました。また、海外の酒類専門家

招へい事業では、ジェトロや業界団体と連携して日本酒や焼酎・泡盛の

魅力を発信しました。

地理的表示（GI）の普及拡大については、GI の新規取得を検討して

いる地域の事業者を対象として、GI 取得に向けた地域での議論をサポ

ートすることを目的として、酒類やブランド戦略等に見識のある外部講

師による説明会を実施しました。また、事業者のニーズを踏まえ、GI

制度及び日本産酒類の商品知識等を説明するセミナーの実施や消費者等

への認知度の向上に向けたシンポジウムを開催しました。 

関税や輸入規制の撤廃等の国際交渉については、台湾が清酒に係る関

税引下げを行ったほか、日米貿易協定において、米国が、①ワイン・蒸

留酒の容量規制の改正、②日本産酒類の地理的表示の保護に向けた手続

を進めること、③酒類の販売に必要なラベル承認のための手続の簡素

化、④日本の焼酎の取扱いについてのレビュー、を約束するなど、関係

省庁と連携して取り組みました。 

このように、日本産酒類の輸出促進のため、事業者のニーズを踏まえ

つつ、関係省庁や関係機関との連携を図りながら、効果的・効率的な取

組を実施したことから、達成度は「〇」としました。 

施策についての評定 ｓ 目標達成 

評
定
の
理
由

全ての測定指標の達成度が「○」であったことから、「ｓ 目標達成」としました。 



実２－３に係る参考情報 

参考指標 １：酒類の輸出金額（酒類別含む）及び伸び率 （単位：百万円、％） 

暦  年 平成27年 28年 29年 30年 令和元年 

輸出金額 
(188.4) 

39,029 
(207.7) 

42,996 
(263.3) 

54,503 
(298.6) 

61,827 

(319.3) 

66,083 

清 酒 14,011 15,581 18,679 22,232 23,412 

ウィスキー 10,378 10,844 13,640 14,978 19,451 

ビール 8,550 9,489 12,873 12,874 9,165 

リキュール 3,356 4,211 4,978 5,672 6,440 

焼酎 1,571 1,466 1,537 1,530 1,560 

ワイン 196 176 508 281 177 

その他 966 1,228 2,289 4,262 5,878 

（出所）財務省貿易統計 

（注）輸出金額欄上段の()書きは、平成24年（207億円）からの伸び率を記載しています。 

施策 実2-4：構造・経営戦略上の問題への対応 

測
定
指
標
（
定
性
的
な
指
標
）

[主要]実2-4-B-1：構造・経営戦略上の問題への対応 

達成度 

目標 

酒類業者の経営改善についての支援等のため、業界団体が実施する各

種の取組については、団体側とも十分に意見交換を行いつつ、適切に支

援を実施します。 

酒類業者向けの研修については、酒類業界の状況や課題を踏まえた有

効な研修を企画・実施するとともに、中小企業支援施策等の情報提供や

中小企業等経営力強化法に定める経営力向上計画の作成支援等につい

て、酒類業者の状況等を踏まえ適切に実施します。また、業界動向の把

握・分析に努め、結果の情報提供を行います。 

日本酒造組合中央会（用語集参照）の近代化支援事業については、制

度の趣旨を踏まえた適切な補助金の執行を確保します。 

（目標の設定の根拠） 

中小企業が多数を占める酒類業界においては、有用な情報提供や研修

等の各種取組により、酒類業者の経営改善に向けた自主的な取組を支援

していくことが重要であることから目標として設定しています。 

実績及び目

標の達成度

の判定理由 

（実績） 

経営指導の専門家等を講師とした研修会を開催したほか、経営革新等

の取組事例の紹介や中小企業に対する各種施策の説明を行うなど、中小

酒類業者の経営改善等に向けた自主的な取組を支援しました。 

○



実２－４に係る参考情報 

参考指標 １：経営活性化研修の開催回数・参加人数 
（単位：回、人） 

事務年度 平成29年度 30年度 令和元年度 

開催回数 160 167 131 

参加人数 3,941 3,064 3,259 

（出所）課税部酒税課調 

（目標の達成度の判定理由） 

酒類業の経営改善等に対しては、業界のニーズを踏まえ、経営指導の

専門家等を講師とした研修会を開催(131回、3,259人受講)したほか、経

営革新等の取組事例の紹介や中小企業に対する各種施策の説明を行うな

ど、中小酒類業者の経営改善等に向けた自主的な取組を支援しました。 

また、清酒製造業及び単式蒸留焼酎製造業の経営基盤の安定等に資す

るため、日本酒造組合中央会に対し補助金（令和元年度執行額556百万

円）を交付し、日本酒造組合中央会が実施する事業の支援に取り組みま

した。 

日本酒造組合中央会では、交付を受けた補助金を活用し、清酒及び単

式蒸留焼酎の正しい商品知識の普及などによる需要振興、東日本大震災

により被災した清酒製造業者に対する利子補給等の各種事業を実施しま

した。 

このように、中小酒類業者の経営改善に対する支援等に積極的に取り

組んだことから、達成度は「○」としました。 

施策についての評定 ｓ 目標達成 

評 
定 
の 
理 

由 

測定指標の達成度が「○」であったことから、「ｓ 目標達成」としました。 



施策 実2-5：独立行政法人酒類総合研究所との連携 

測
定
指
標
（
定
性
的
な
指
標
）

[主要]実2-5-B-1：独立行政法人酒類総合研究所との連携による支援 

目標 

酒類の適正課税や適正表示の確保、品質・安全性の確保並びに酒類製

造業者の技術力の維持強化のための支援等に独立行政法人酒類総合研究

所と連携して効果的に取り組みます。 

達成度 

（目標の設定の根拠） 

独立行政法人酒類総合研究所は、酒類に関する高度な分析・鑑定や酒

類及び酒類業に関する研究、調査及び情報提供等を行うことにより、酒

税の適正かつ公平な賦課の実現に資するとともに、酒類業の健全な発達

を図ることを目的としています。当該研究所と連携することは、高度な

分析・鑑定、安全性の確保と品質水準の向上を図ること及び酒類製造業

者の技術力の維持強化の支援等の実施のために重要であることから目標

として設定しています。 

実績及び目

標の達成度

の判定理由 

（実績） 

独立行政法人酒類総合研究所と連携して、酒類の使用原料を推定する

などの高度な分析や、酒類の安全性確保の観点から酒類等の放射能分析

を実施したほか、国税局で行う理化学分析の分析精度の確保に資するた

めの技能試験を実施しました。また、酒類製造業者に対する技術指導・

相談に独立行政法人酒類総合研究所の業務によって得られた知見を活用

したほか、独立行政法人酒類総合研究所の職員派遣を活用し、各国税局

の鑑評会等を実施するなど、独立行政法人酒類総合研究所との連携を推

進しました。 

（目標の達成度の判定理由） 

独立行政法人酒類総合研究所と連携して、酒税の適正公平な課税や適

正表示の確保のために、使用原料を推定するなどの高度な分析を行いま

した。 

酒類の安全性確保の観点からは、酒類の放射能分析のほか、コーデッ

クス委員会において議論されている酒類の安全性に係る事項について、

独立行政法人酒類総合研究所と連携し、実態把握のための情報収集を行

いました。

また、独立行政法人酒類総合研究所において行われた汚染物質の低減

方法の検討結果等を活用し、酒類製造業者に対する技術指導・相談を行

いました。 

さらに、独立行政法人酒類総合研究所の職員派遣を活用し、各国税局

の鑑評会等を実施するとともに、地域ブランドの確立に貢献しました。 

このように、独立行政法人酒類総合研究所と連携し、高度な分析・鑑

定、酒類の品質・安全性の確保及び酒類製造業者の技術力の維持強化の

支援などに積極的に取り組んだことから、達成度は「○」としました。 

○ 

施策についての評定 ｓ 目標達成 

評 
定 
の 
理 
由 

測定指標の達成度が「○」であったことから、「ｓ 目標達成」としました。 



実２－５に係る参考情報 

参考指標 １：国税庁から独立行政法人酒類総合研究所に対する依頼分析点数  （単位：点） 

会計年度 平成27年度 28年度 29年度 30年度 令和元年度 

依頼分析点数 3,051 2,365 2,675 2,320 1,844 

（出所）課税部鑑定企画官調 

（注）平成30年度の実績値は、平成30事務年度実績評価書から訂正を行いました。 

参考指標 ２：独立行政法人酒類総合研究所からの審査員・講師派遣件数 
（単位：件） 

会計年度 平成30年度 令和元年度 

審査員 37 38 

講 師 46 48 

（出所）課税部鑑定企画官調 

（注）平成30年度の実績値は、平成30事務年度実績評価書から訂正を行いました。 

施策 実2-6：未成年者飲酒防止対策等の推進 

測
定
指
標(

定
性
的
な
指
標)

 

[主要]実2-6-B-1：未成年者飲酒防止対策等の推進の取組 

目標 

未成年者飲酒防止等を推進するため、酒類の適正な販売管理の確保を図

るほか、広報啓発活動や酒類業界の取組の支援等の各種取組を行います。 

達成度 
（目標の設定の根拠） 

社会的要請に対応し、酒類の適正な販売管理体制の整備に取り組むとと

もに広報啓発活動を行うことは、未成年者飲酒防止等を推進するために重

要であることから目標として設定しています。 

実績及び目

標の達成度

の判定理由 

（実績） 

未成年者飲酒防止対策（令和元年７月以降は「20歳未満の者の飲酒防止

対策」に名称が変更されました。）等については、酒類販売管理協力員等

を通じて「二十歳未満の者の飲酒防止に関する表示基準」の履行状況を情

報収集するとともに、酒類小売販売場の臨時調査を行い、問題が認められ

た販売場に対して改善指導を実施し、適正な販売管理の確保を図りまし

た。 

 また、関係組合等が実施した「20歳未満飲酒防止キャンペーン」等を支

援し、国民の20歳未満の者の飲酒防止に関する意識の高揚等を図りまし

た。 

 さらに、平成26年６月１日に施行されたアルコール健康障害対策基本法

に基づき策定された「アルコール健康障害対策推進基本計画」（閣議決

定）も踏まえ、20歳未満の者の飲酒を含むアルコール関連問題について周

知・啓発を行いました。 

（目標の達成度の判定理由） 

酒類の適正な販売管理に向け、酒類販売管理研修実施団体に対して、研

修の適切な実施について指導しました。また、酒類販売管理者（用語集参

照）の選任義務や「二十歳未満の者の飲酒防止に関する表示基準」に基づ

く表示義務の履行状況については、酒類販売管理協力員等を通じて13,127

○



場の酒類小売販売場の情報収集を行うとともに、6,400場に臨場して酒類

の販売管理調査を実施し、問題が認められた販売場に対しては改善を指導

しました。 

また、毎年４月の「20歳未満飲酒防止強調月間」において、関係省庁と

連携した啓発活動を実施したほか、関係組合等が実施する「20歳未満飲酒

防止キャンペーン」や酒類自動販売機撤廃の自主的な取組を支援し、年齢

確認ができない従来型の酒類自動販売機については、更なる減少に向けて

引き続き撤去を指導するなど、国民の20歳未満の者の飲酒防止に関する意

識の高揚等を図りました。 

さらに、アルコール健康障害対策を総合的かつ計画的に推進して、国民

の健康を保護し、安心して暮らすことができる社会の実現に寄与すること

を目的とした、「アルコール健康障害対策基本法」（平成25年法律第109

号）に基づき策定した「アルコール健康障害対策推進基本計画」（閣議決

定）を踏まえ、酒類業界、関係府省庁と連携して、20歳未満の者の飲酒を

含むアルコール関連問題について周知・啓発を行いました。 

このように、20歳未満の者の飲酒防止等の推進のため、国民の20歳未満

の者の飲酒防止に関する意識の高揚等を図る取組を積極的に行ったことか

ら、達成度は「○」としました。 

施策についての評定 ｓ 目標達成 

評 
定 
の 
理 
由 

測定指標の達成度が「○」であったことから、「ｓ 目標達成」としました。 

実２－６に係る参考情報 

参考指標 １：酒類販売管理協力員による酒類販売場の確認場数 （単位：場） 

会計年度 平成27年度 28年度 29年度 30年度 令和元年度 

確認場数 17,275 16,258 16,811 14,597 13,127 

（出所）課税部酒税課調 

参考指標 ２：酒類販売管理調査場数      （単位：場） 

事務年度 平成27年度 28年度 29年度 30年度 令和元年度 

調査場数 9,550 9,334 10,405 9,456 6,400 

（出所）課税部酒税課調 

参考指標 ３：酒類自動販売機の設置状況 （単位：台） 

会計年度 平成27年度 28年度 29年度 30年度 令和元年度 

設置台数 
内3,437 

18,033 
内3,082 

16,929 
内2,753 

15,653 
内2,429 

14,239 
内2,114 

12,976 

（出所）「『酒類自動販売機の設置状況』（令和２年４月１日現在）の公表について」（令和２年10月 課税部 

酒税課）（https://www.nta.go.jp/taxes/sake/miseinen/jihanki2020/01.htm） 

（注１）翌年度４月１日現在の状況です。 

（注２）内書きは、購入者の年齢確認機能がついていない酒類自動販売機の設置台数を示します。 

https://www.nta.go.jp/taxes/sake/miseinen/jihanki2020/01.htm


施策 実2-7：酒類に係る資源の有効な利用の確保 

測
定
指
標
（
定
性
的
な
指
標
）

[主要]実2-7-B-1：酒類に係る資源の有効な利用の確保への対応 

目標 

酒類容器のリサイクルや酒類の製造過程において発生する食品廃棄物

の発生抑制等について、酒類業者の取組が促進されるよう、周知・啓発

活動を行います。 

達成度 （目標の設定の根拠） 

社会的要請に対応し、酒類容器のリサイクル等についての周知・啓発

活動を行うことは、酒類に係る資源の有効な利用の確保のために重要で

あることから目標として設定しています。 

実績及び目

標の達成度

の判定理由 

（実績） 

10月の「リデュース・リユース・リサイクル推進月間」等において、

酒類業者や消費者に対する酒類容器のリサイクルや食品廃棄物の発生抑

制等への取組の一層の推進について、酒類業団体等を通じて周知・啓発

を行いました。 

（目標の達成度の判定理由） 

10月の「リデュース・リユース・リサイクル推進月間」等において、

酒類業者や消費者に対する酒類容器のリサイクルや食品廃棄物の発生抑

制等への取組の一層の推進について、酒類業団体等を通じて周知・啓発

を行い、酒類に係る資源の有効な利用の確保に取り組んだほか、国税庁

ホームページの「環境法令における酒類業者の義務」（https：//www.nt

a.go.jp/taxes/sake/kankyohorei/index.htm）に掲載のパンフレット等

を活用し、リデュース・リユース・リサイクル（用語集参照）への意識

の高揚を図りました。

このように、酒類に係る資源の有効な利用に向けた一層の取組を行っ

たことから、達成度は「○」としました。 

○ 

施策についての評定 ｓ 目標達成 

評 
定 
の 
理 
由 

測定指標の達成度が「○」であったことから、「ｓ 目標達成」としました。 

実２－７に係る参考情報 

参考指標 １：酒類業組合等に対する行政施策の説明回数   （単位：回） 

会計年度 平成27年度 28年度 29年度 30年度 令和元年度 

説明回数 7,346 7,096 7,487 5,716 2,645 

（出所）課税部酒税課調 

（注）説明回数は、説明会等において複数の行政施策を説明した場合には、重複して集計しています。 

なお、行政施策の説明は、税制改正や制度改正等の周知等を目的としており、各年度によって、開催回数 

に変動があります。 



評
価
結
果
の
反
映

以下のとおり、上記の施策を引き続き実施します。 

（実2-1：酒類の安全性の確保と品質水準の向上への対応） 

酒類の安全性の確保と品質向上については、市販酒類調査等により酒類の安全性・品質や表示等

の適正性の確認を行うとともに、その結果を公表します。また、酒類製造業者の製造工程の改善や

酒類の安全性に関する技術指導・相談を行います。 

また、消費者が安心して酒類を購入できるように、酒類製造業者に対して、酒類の表示義務事項

及び表示基準に基づく記載事項に関する確認調査を実施します。 

（実2-2：酒類の公正な取引環境の整備） 

酒類の公正な取引環境の整備については、平成29年３月に策定された酒類の公正な取引に関する

基準や、改訂された酒類に関する公正な取引のための指針の周知・啓発を行い、公正取引の確保に

向けた酒類業者の自主的な取組を促すとともに、取引状況等実態調査の実施等を通じて、取引基準

違反や指針に則していない取引の改善指導等に取り組むほか、公正取引委員会と連携し、適切に対

応していきます。 

（実2-3：日本産酒類の輸出促進の取組） 

 関係府省等と連携しつつ、国際会議等への日本産酒類プロモーションブース出展などによる日本

産酒類の情報発信や、国内酒類事業者と海外酒類関係者との効果的なビジネスマッチングの機会の

提供を実施するほか、国際交渉を通じた貿易障壁の緩和・撤廃に向けた働き掛けを行うなど、日本

産酒類の輸出促進を図るための各種取組を積極的に行います。 

 なお、定量的な測定指標については、更なる日本産酒類の輸出促進を図っていく観点から、直接

商談に結び付く新規販路開拓支援の取組と、中長期的な観点からの支援に係る取組とに分類し、施

策の評定を行うこととします。 

（実2-4：構造・経営戦略上の問題への対応） 

 酒類業の経営改善等については、酒類業者に対する業界動向等の分析結果の情報提供や経営指導

の専門家等を講師とした研修等を行うことにより、酒類業者の自主的な取組を支援していきます。 

 また、日本酒造組合中央会が清酒製造業及び単式蒸留焼酎（用語集参照）製造業の経営基盤の安

定及び酒税の確保を図るため行う各種事業については、補助金の交付によりその活動を支援してい

きます。 

（実2-5：独立行政法人酒類総合研究所との連携） 

 国税局で実施できない使用原料の推定などの高度な分析や酒類等の放射性物質に関する調査など

については、独立行政法人酒類総合研究所との連携により実施します。また、国税局で実施してい

る酒類の品質評価会や研究会等への審査員や講師の派遣を依頼するなどの連携した取組を実施しま

す。 

（実2-6：未成年者飲酒防止対策等の推進） 

未成年者飲酒防止対策（令和元年７月以降は「20歳未満の者の飲酒防止対策」に名称が変更され

ました。）等の推進については、酒類販売管理協力員等を通じ未成年者の飲酒防止に関する表示基

準の履行状況に係る情報収集を行うほか、酒類の販売管理調査を適切に実施し、適正な販売管理の

確保に努めます。 

また、アルコール健康障害対策基本法に基づき策定された「アルコール健康障害対策推進基本計

画」（閣議決定）に従って、アルコール健康障害の原因となる不適切な飲酒の誘引を防止するため

の酒類業界の自主的な取組が促進されるよう支援していきます。 

これらについて、関係各省庁と連携した広報啓発活動にも積極的に取り組みます。 



実績目標に係る 

予算額等 

区  分 平成29年度 30年度 令和元年度 ２年度 

予算の状況 

（千円） 

当初予算 1,716,471 1,745,211 1,831,393 2,866,264 

補正予算 501,410 0 473,448 － 

繰越等 0 0 N.A. 

合計 2,217,881 1,745,211 N.A. 

執行額（千円） 2,104,886 1,613,018 N.A. 

（注１） 令和元年度の「繰越等」、「合計」及び「執行額」は、令和２年11月頃に確定するため、令和２事務年度実績評

価書に掲載予定です。 

（注２） 平成29年度までの予算額等の概要は、単式蒸留焼酎製造業近代化事業費等補助金として酒類業の健全な発達の促

進に必要な経費及び独立行政法人酒類総合研究所の運営に必要な経費にかかるものになります。 

（概要） 

清酒製造業近代化事業費等補助金として酒類業の健全な発達の促進に必要な経費及び独立行政法人酒類

総合研究所の運営に必要な経費 

実績目標に関係する 

施政方針演説等内閣 

の主な重要施策 

○ 「未来投資戦略2018」（平成30年６月15日閣議決定）

○ 「経済財政運営と改革の基本方針2018」（平成30年６月15日閣議決定）

○ 「総合的なＴＰＰ等関連政策大綱」（平成29年11月24日ＴＰＰ等総合対策本
部とりまとめ）

実績評価を行う過程

において使用した 

資料その他の情報 

国税庁レポート2020（令和２年６月国税庁）、「酒類の品質及び安全性の確保」

（国税庁ホームページ） 

前事務年度実績評価

結果の施策への反映

状況 

（実 2-1：酒類の安全性の確保と品質水準の向上への対応） 

 酒類の安全性の確保と品質向上については、酒類製造業者に対する酒類の表示

義務事項及び表示基準に基づく記載事項に関する確認調査のほか、市販酒類の分

析等や酒類等の放射性物質に係る調査等必要な施策を行いました。また、製造工

程の改善や酒類の安全性に関する技術指導・相談を的確に実施しました。 

このほか、酒類業者に対して、食品表示法、果実酒等の製法品質表示基準とい

った新たな表示制度の周知を行いました。 

（実2-2：酒類の公正な取引環境の整備） 

酒類の公正な取引環境の整備については、酒類に関する公正な取引のための指

針の周知・啓発を行い、酒類業者の自主的な取組を促すとともに、取引状況等実

態調査の実施等を通じて、指針に則していない取引の改善指導等に取り組みまし

た。 

（実2-3：日本産酒類の輸出促進の取組） 

日本産酒類の輸出促進の取組については、平成30年６月に改訂された「未来投

資戦略2018」において日本産酒類の輸出拡大に一層取り組むこととされたこと等

を踏まえ、関係府省等と連携し、酒類業団体の取組への支援や輸出に取り組む事

（実2-7：酒類に係る資源の有効な利用の確保） 

 酒類に係る資源の有効な利用の確保については、酒類容器のリサイクルや酒類製造過程で生ずる

食品廃棄物の発生抑制等の取組が推進されるよう、一層の周知・啓発に取り組みます。 

財務省政策評価懇談

会における意見 

日本酒などの海外へのＰＲ活動について、今は日本から現地には行けないの

で、現地にいる大使館等の方々に、様々な機会を利用して宣伝をしていただけれ

ばと思う。 



業者のニーズに応じた支援等に取り組みました。 

（実2-4：構造・経営戦略上の問題への対応） 

 酒類業者に対する構造・経営戦略上の問題については、経営指導の専門家等に

よる研修を実施するほか、大半が中小企業である清酒業界及び単式蒸留焼酎業界

に対して、日本酒造組合中央会への補助金の交付を行うことにより支援しまし

た。 

（実2-5：独立行政法人酒類総合研究所との連携） 

独立行政法人酒類総合研究所との連携による技術面における取組等について

は、酒類の安全性、酒税の課税、適正表示などの確保のため、放射能分析や使用

原料を推定するなどの高度な分析等を実施しました。 

（実2-6：未成年者飲酒防止対策等の推進） 

未成年者飲酒防止対策（令和元年７月以降は「20歳未満の者の飲酒防止対策」

に名称が変更されました。）等の推進については、業界の自主的な取組への支援

や関係省庁と連携した広報啓発活動を行うとともに、酒類の販売管理調査を適切

に実施することにより、適正な販売管理の確保に取り組みました。 

（実2-7：酒類に係る資源の有効な利用の確保） 

酒類に係る資源の有効な利用の確保については、酒類容器のリサイクルや酒類

製造過程で生ずる食品廃棄物の発生抑制等について、酒類業者の取組が推進され

るよう、引き続き周知・啓発に取り組みました。 

担当部局名 課税部（酒税課、鑑定企画官） 実績評価実施時期 令和２年10月 
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